






















































































































































































































加害行為、共同過錯、共同による他人への損害惹起 [ 共同致人損害 ] とも呼












































































































































































































































































































































釈 3 条 1 項の規定）と実質的に同一に帰するものであるが、以下に見るよう
に、後述の関連共同説を含む折衷説は、日本における「主観客観併用説」
（類型説）とは異質のものであり、両者間には共同不法行為の成立範囲をめ






































　それでは、最高人民法院の立場はどうか。この点、解釈 3 条 1 項における
「いわゆる直接結合とは、複数行為の結合の程度が非常に緊密であって、加
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害行為介在型事例を含む）、注文者責任 8 件、学校事故 8 件、公害 5 件、失
火責任・高度危険責任（感電事故を除く）・旅行紛争（旅行中における人身


















































、③法 8 条と解釈 3 条 1 項を同時に適用するも
の（根拠条文として、前者のみを列挙し、判旨において後者を引用するもの
















































































　【 2 】 1 審：浙江省義烏市人民法院 （1992） 義法民初字第 1 号民事判決書、
2 審：浙江省金華市中級人民法院（1992）金中法民終字第383号民事判決書
（77）















上訴を棄却し、 1 審維持。なお、 1 審 2 審ともに、Y3の責任を否定。











る消火器を Y1に売り渡した Y2の行為と、消火器を分解する Y1の行為とい
う、「これら 2 つの不可分の前後相関連する要素は、損害結果を生じさせる
うえでいずれも欠かせない原因をなした。Y1Y2間には共同故意がないとは




訴。 2 審は、Ｘの損害は、Y2が違法にガスの残っている消火器を Y1に売り
渡したことと、Y1が徒に消火器を分解したことによって生じたものであり、
Y1Y2ともに過錯ありとして、Y1の上訴を棄却。
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共同過錯を認定し、両者の共同不法行為を認容。









　【 6 】 1 審：北京市朝陽区人民法院（2004）朝法民初字第15109号民事判決









































　Ｙらによる共同不法行為の成否が争点となったのは、 1 審のみであり、 2
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且つ、共同して損害結果の発生をもたらしており、共同不法行為の特徴に合
致する」として、Y1Y2に連帯責任を命じた。
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Y1Y2の共同不法行為認容。























の共同不法行為の成立を認め、 2 審は 1 審認容。
　【12】上海市奉賢区人民法院（2011）奉民一（民）初字第2052号民事判決
書（法10条・12条）









書、 2 審：安徽省蚌埠市中級人民法院 （2005） 蚌民一終字第109号民事判決書
（83）
（民通130条、解釈 3 条 1 項）
　無免許運転のＡがバイクを運転中、反対側から来る貨物車を避けようとし
て、Y1が無断で道路側に積んであった砂利の山に衝突し死亡。














































































































とされるものは基本的に、必要条件的競合である。また、【 4 】と【 8 】は




構成が可能である。そして、【 9 】【11】が直接結合事案に法 8 条を適用して
いるように、法 8 条の中に主観的共同と客観的共同（直接結合）の両方を含
ませるという理論構成は十分可能だと考えられる。さらに、既に述べたよう
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「行為の関連共同」または「客観的共同」による共同不法行為（法11条）が存在す
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ける講演記録）http://www.civillaw.com.cn/article/default.asp?id=26053（2014






























行為責任形態）」 3 条・ 4 条））参照。
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間）、北京市昌平区人民法院（2008）昌民初字第6788号民事判決書（事故車両の所
有者と使用者間）、湖北省高級人民法院（2012）卾民三終字第89号民事判決書（商
標権侵害製品の生産発注者と受託生産者間）などがそれである。
